
半田市工事施行事務実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、建設工事の施行に関する事務（以下「工事施行事務」という。）の取

扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （事務の流れ） 

第２条 工事施行事務の流れについては、別表第１のとおりとする。 

 （決裁等区分） 

第３条 工事施行事務に係る決裁等の区分については、別表第２のとおりとする。 

 （雑則） 

第４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 19 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に在職する収入役は、その任期中に限り、なお従前の例により

在職するものとする。 

３ 前項の場合においては、収入役に係る改正後の規定（削除する規定を含む。）は適用せ

ず、改正前の規定は、なおその効力を有する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 20 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 



 ２ 改正後の規定は、令和８年度以後の予算に係る契約事務から適用し、令和７

年度以前の予算に係る契約事務については、なお従前の例による。 

 



別表第１（第２条関係）工事施行事務の流れ 

 

 

 

 

                                             契約締結後５日以内に提出 

                                             現場代理人等届 

                                             工程表 

                                             工事費内訳明細書 

 

 

                                      ７日以内に検査結果を通知 

                                      （契約金額が 200 万円を超えない契約は、 

                                      口頭にて通知できる） 

 

 

 

                       完了届 

                       工事写真 

                       工事記録 

                       出来形測定成果表 

                       品質管理等 

 

 

                       受理の日から 14 日以内 
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（事前公表案件の場合） 



別表第２（第３条関係）工事施行事務決裁等区分 
       決裁・供覧 

書類名等 
市長 副市長 部長・監 課長 摘要 根拠 

1 設 計 図 書    設計書表題決裁 施行計画回議書に添付。  

2 施 行 計 画 回 議 書 五千万円以上のもの 五千万円未満 千五百万円以下 三百五十万円以下 金額は設計金額を示す。 事務決裁規程 

3 

指 名 業 者 の 指 名   二百万円以下  金額は設計金額を示す。 

二百万円を超え千万円以下は総務課長の決裁により決定 

千万円を超えるものは指名審査会にて決定 

事務決裁規程 

指名審査等事務取扱要綱 
指名業者選定申出書    二百万円を超えるもの 

指 名 業 者 決 定 調 書     

4 指 名 通 知    全ての工事  工事施行事務実施要綱 

5 予 定 価 格 の 決 定 五千万円以上のもの 五千万円未満 千五百万円以下 三百五十万円以下 金額は設計金額を示す。 事務決裁規程 

6 入 札 執 行 調 書   二百万円を超えるもの 二百万円以下 金額は設計金額を示す。（供覧） 工事施行事務実施要綱 

7 契 約 結 果 報 告 書     月末までに提出。 指名審査等事務取扱要綱 

8 支出負担行為決議票 八千五百万円以上のもの 八千五百万円未満 千五百万円以下 三百五十万円以下 千五百万円を超えるものは総務部長、会計管理者に合議。 事務決裁規程 

9 契 約 書 八千五百万円以上のもの 八千五百万円未満 千五百万円以下 三百五十万円以下  事務決裁規程 

10 監督職員任命通知書   一億五千万円を超えるもの 一億五千万円以下 金額は設計金額を示す。 事務決裁規程 

11 施 工 計 画 書 

  一億五千万円を超えるもの 一億五千万円以下 

金額は設計金額を示す。 工事施行事務実施要綱 

12 工 事 費 内 訳 明 細 書 

  13 工 程 表 

14 現 場 代 理 人 等 届 

15 変 更 設 計 図 書    変更設計書表題決裁 変更施行計画回議書に添付  

16 設 計 変 更 協 議 書   

元 設 計 金 額の 30％ 超 え

る又は、五百万円を超え

るもの 

元設計金額の 30％以

内でかつ、五百万円以

下 

金額は設計変更による増減額を示す。 

変更施行計画回議書に添付。 
設計変更事務取扱要綱 

17 
変 更 協 議 書 

（ 工 期 延 長 の み ） 
  十五日を超えるもの 十五日以下 日数は工期延長日数を示す。  

18 変更施行計画回議書 五千万円以上のもの 五千万円未満 千五百万円以下 三百五十万円以下 

金額は設計金額を示す。 

増額変更の場合は変更後の金額、減額変更又は金額の変更を伴わ

ない内容変更のみの場合は当初の金額による決裁区分とする。 

事務決裁規程 

19 
支出負担行為決議票 

（ 変 更 ） 
八千五百万円以上のもの 八千五百万円未満 千五百万円以下 三百五十万円以下 

千五百万円を超えるものは総務部長、会計管理者に合議。

増額変更の場合は変更後の金額、減額変更又は金額の変

更を伴わない内容変更のみの場合は当初の金額による決

裁区分とする。 

事務決裁規程 

20 変 更 契 約 書 八千五百万円以上のもの 八千五百万円未満 千五百万円以下 三百五十万円以下 

金額は設計金額を示す。 

増額変更の場合は変更後の金額、減額変更又は金額の変更を伴わ

ない内容変更のみの場合は当初の金額による決裁区分とする。 

事務決裁規程 

21 
変 更 契 約 書 

( 工 期 延 長 の み ) 
 三十日を超えるもの 三十日以下 十五日以下 日数は工期延長日数を示す。 事務決裁規程 

22 写 真 等 
  

一億五千万円を超えるも

の 
一億五千万円以下 金額は設計金額を示す。 工事施行事務実施要綱 

23 完 了 届 

24 検査職員任命通知書   
(総）一億五千万円を超え

るもの 

(総課）一億五千万円

以下ただし、二百万円

以下は担当課 

金額は設計金額を示す。 事務決裁規程 

25 工 事 成 績 評 定 表   
一億五千万円を超えるも

の 
一億五千万円以下 

金額は設計金額を示す。 

専任監督員及び主任監督員は、工事完了時。検査職員は

完了検査実施時。 

工事検査要綱 

工事施行事務実施要綱 

26 検 査 調 書   
(総）一億五千万円を超え

るもの 

(総課）一億五千万円

以下 

金額は設計金額を示す。 

二百万円以下は省略可。 

財務規則 

工事検査要綱 

工事施行事務実施要綱 

27 検 査 結 果 通 知 書   
一億五千万円を超えるも

の 
一億五千万円以下 

金額は設計金額を示す。（供覧） 

二百万円以下は口頭可。 
 

28 請 求 書       

29 支 出 命 令 票 一億五千万円以上のもの 一億五千万円未満 
千五百万円以下 

(総)八千五百万円以下 

三百五十万円以下 

(財)三千五百万円以下 
 事務決裁規程 

                                                                     (総)は総務部長、(財)は財政課長、(総課)は総務課長を示す。 


